
 - 1 - 

令和２年６月１９日 

 

 

白老町議会 

  議長 松 田 謙 吾  様 

 

 

                     総務文教常任委員会 

                      委員長 吉 谷 一 孝 

 

 

所管事務調査の結果報告について 

 

 

本委員会は、所管事務調査を終了したので、その結果を次のとおり報告しま

す。 

 

 

記 

 

１ 調査事項   （１）スポーツ団体の活動と今後について 

 

２ 調査の方法  （１）事務調査 

 

３ 調査日程   （１）令和 2 年 4 月 16 日（木）事務調査 

         （２）令和 2 年 5 月 18 日（月）事務調査 

 

４ 出席委員 

委 員 長  吉 谷 一 孝  副 委 員 長  佐 藤 雄 大 

委    員  前 田 博 之  委    員  大 渕 紀 夫 

委    員  氏 家 裕 治  委    員  小 西 秀 延 

 

５ 説明のために出席した者の職・氏名 

生涯学習課長  池 田   誠  学校教育課長  鈴 木 徳 子 

生涯学習課主幹  川 崎 真 也  学校教育課 指導主 幹  高 橋 信 之 

生涯学習課主査  葉 廣 照 美     

 

６ 職務のために出席した者の職・氏名 

議会事務局長  高 橋 裕 明  主    査  小野寺 修 男 
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７ 調査結果 

   本委員会は、スポーツ団体の活動と今後について、担当課から説明を受け

て、スポーツ活動の維持・普及・振興方針の所管事務調査を終了したので、

その内容を次のとおり報告する。 

 

【スポーツ活動の維持・活発化の方策】 

  スポーツ活動の維持・活発化の方策として、①近隣自治体組織との連携体

制の構築、②指定管理者による自主事業の充実、③指導者等の育成などがあ

げられた。国のスポーツ振興法の基本施策も同様であるが、国は市町村に対

して、振興計画の策定を努力義務としており、国の計画推進の財源はスポー

ツ振興くじ（toto）である。本委員会では、本町のスポーツ振興の将来像や

方針を明確化して取り組むべきであり、特に、外部指導者の活用、総合型ク

ラブの拡充、学校における部活動の存続などと財源確保の必要性が出された。 

【スポーツ振興の今後について】 

  スポーツを①健康スポーツ、②競技スポーツ、③学校スポーツに区分して

次のように検討した。 

  ①健康スポーツの普及・振興については、町主催事業の維持・充実を図り、

同時に体育協会等の主催事業の維持・充実を図る必要がある。担当課では、

今年度中に町民が気軽にスポーツに参加できる具体案を検討し取り組むべき

とした。 

  ②競技スポーツの普及・振興については、プロアスリート等の招へい事業

を定期的に開催することや施設整備計画による整備促進と大会等の誘致活動

を展開する必要がある。そのような事業展開を契機として組織力や競技力を

向上させてきた経緯があることから取り組むべきとした。 

  ③学校スポーツの今後の対策については、子どもの体力増強が必要であり、

望ましい生活習慣の定着、運動・食育の指導、体力向上プランの改善・実施

（一校一実践）、及び身体を動かすことの楽しさを実感する授業改善に取り組

むことや、部活動については、選択肢の拡大、保護者の負担軽減、外部指導

者の確保・活用などに取り組むべきとした。 

  【第 3 次白老町社会教育中期計画の策定について】 

  今年度にスポーツ振興を含む第 3 次白老町社会教育中期計画の策定が予定

されていることから、計画の策定方針や方法、見直し検討などについて調査

を行い、①事業内容の精査・整理について、明確な事業の選定を行い、現実

化を図ること。②審議会は町民や現場の意見を中心に経験者や研究者などの
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専門的知見も取り入れて検討を行うこと。③スポーツ施設運営には町の主体

性も重要であることから指定管理のあり方を検討すること。④町が主体とな

って進める社会教育とともに、民間をサポートし、学びへの参加を促進する

生涯学習の充実を図ること。⑤総合計画や教育大綱との整合性をもち、実効

性をあげることなどが出された。 

【委員会の意見】 

 〇 スポーツ団体の活動と今後について調査を行った結果、本委員会では、

長年にわたるスポーツ行政の変遷と今後も予測される人口減少に対して、

将来への展望や取組を整理して、実効性ある計画の推進とまちづくり全体

への総合的な位置づけを明確にしていくことが重要であるとの意見がまと

められた。 

 〇 子どもに対しては、スポーツに対する関心を低下させないように、学校

の授業や部活動の創意工夫が必要であり、同時に体力づくりを進め、一般

には、健康スポーツや競技スポーツの普及・振興を図り、町民の健康づく

りを進めていくことが必要である。 

 〇 スポーツ振興を図るためには、その政策実現をめざし、実効性ある計画

を策定し、確実な推進に取り組み、今後の方向性をしっかり示すとともに、

組織体制の確保と関係人材の活用、財源の確保を図ることが必要である。 

〇 このたびの所管事務調査はスポーツ活動の今後を取り上げたが、町の財

政状況をはじめ、人口減少や少子高齢化が大きく影響していることから、

まちづくり全体としての政策と位置づけ、官民共同によるスポーツの振興

策が必要である。今後、本委員会としても一過性で終わることなく調査・

検証を続け、ハード面・ソフト面に関するスポーツ活動の振興策を具体的

に示していくこととしたい。 


